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令和５年９月定例会議案説明資料目次 
 

総 務 部  

【予算関係以外】 

（議 案） 

議案番号 件      名 課 名 等 頁 

  
第３５号 

 

  
職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び県費負
担教職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部
を改正する条例 
（職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を
改正する条例） 

 
行政体制整備局 
人 事 企 画 課 

  
３ 
 

                                                       
（報 告） 

報告番号 件      名 課 名 等 頁 

  
第 １ 号 

 

  
 議会の委任による専決処分の報告について 
 （２）職員の給与に関する条例の一部を改正する

条例 
  （令和５年９月６日専決） 
 

 
行政体制整備局 
人 事 企 画 課 
  

  
５ 
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議案第３５号（条例関係）                            

人事企画課 

条

例

名

等 

職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する条例の

一部を改正する条例（職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例） 

提 

 

出 

 

理 

 

由 

 

及 

 

び 

 

概 

 

要 

 

１ 提出理由 

    活力ある地域社会の実現に資する活動への職員の参加を促進するため、地域活動に従事す

るための特別休暇を新たに設け、地域の活性化を図るとともに、職員の職務能力向上等に資

する。 

 

２ 概  要 

(１)職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正 

職員の特別休暇に活力ある地域社会の実現に資する活動への従事により職員が勤務しな

いことが相当である場合として人事委員会規則で定める場合における休暇を加える。 

(２)施行期日は、公布の日とする。 

 

  

 

 

 

 

 【特別休暇の案】 ※人事委員会と協議中 

  ①休暇の対象として想定している活動 

   ア 地域住民等を構成員とする自治会・町内会、自警団、自主防災組織などが行う、地域

における生活環境の維持や防災等の活動（地域貢献活動）に、当該団体の構成員として

従事する場合 

    ＜活動例＞ 

     ・自警団等が行う見回り活動や、その準備を行う場合 

・地域の環境美化活動に参加する場合 

   イ その他、鳥取県内の地域を対象として行われる地域貢献活動に参加する場合 

    ＜活動例＞ 

     ・部活動の外部指導者として活動する場合 

  ②休暇日数 年５日以内（有給休暇） 
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職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 

職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成６年鳥取県条例第35号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（特別休暇） 

第16条 特別休暇は、選挙権の行使、結婚、出産、

交通機関の事故、活力ある地域社会の実現に資す

る活動への従事その他の特別の事由により職員が

勤務しないことが相当である場合として人事委員

会規則で定める場合における休暇とする。 

２ 略 

（特別休暇） 

第16条 特別休暇は、選挙権の行使、結婚、出産、

交通機関の事故その他の特別の事由により職員が

勤務しないことが相当である場合として人事委員

会規則で定める場合における休暇とする。 

 

２ 略 

  

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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報告第１号                                  人事企画課 

 

件 

 

名 

 

議会の委任による専決処分の報告について 

（２）職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

  （令和５年９月６日専決） 

提 

 

出 

 

理 

 

由 

 

及 

 

び 

 

概 

 

要 

 
１ 提出理由 

新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部改正に伴い、災害派遣手当の名称を読み替え

て支給する手当の名称及び条例中引用している同法の条項が改められたことから、地方自治

法（昭和 22 年法律第 67 号）第 180 条第１項の規定に基づき、専決処分をしたので、同条第

２項の規定により、これを本議会に報告する。 

 

２ 概  要 

(１)給与の種類を定めた規定中、災害派遣手当の定義について、所要の規定の整備を行う。 

(２)災害派遣手当を支給する場合を定めた規定中引用する新型インフルエンザ等対策特別措

置法の条項を改める。 

(３)施行期日は、公布の日とする。 

 

 

 

 

 

 【新型インフルエンザ等対策特別措置法改正の概要】 

・新型インフルエンザ等緊急事態に至る前であっても、政府対策本部が設置された時から、
国や他の都道府県等の職員の派遣等を要請することができることとされた。 

・特措法の規定により実施する措置に加え、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に
関する法律の規定により実施する措置についても職員の派遣等ができるよう、対象事務が
拡大された。 

・都道府県等が特措法に基づき派遣された職員に対して支給する手当の名称が「新型インフ
ルエンザ等緊急事態派遣手当」から「特定新型インフルエンザ等対策派遣手当」に改めら
れた。 

 

【災害派遣手当の概要】 

・災害応急対策又は災害復旧のため他の地方公共団体等から派遣される職員が、住所又は居
所を離れて本県の区域に滞在することを要する場合に、滞在期間及び利用施設の区分に応
じ、日額 3,970 円から 6,620 円の範囲で手当を支給するもの。 

利用施設の区分 
滞在期間 

公用の施設等 公用の施設等以外の施設 

30 日以内の期間 3,970 円 6,620 円 

30 日を超え 60 日以内の期間 3,970 円 5,870 円 

60 日を超える期間 3,970 円 5,140 円 
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職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

職員の給与に関する条例（昭和26年鳥取県条例第３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（給与の種類） 

第１条の２ この条例による給与は、職員（前条に

掲げる職員のうち常時勤務を要するもの及び短時

間勤務職員（地方公務員法第22条の４第１項に規

定する短時間勤務の職を占める職員をいう。以下

同じ。）をいう。以下同じ。）にあっては、給料、

管理職手当、初任給調整手当、扶養手当、地域手

当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤

務手当、へき地手当（これに準ずる手当を含

む。）、定時制通信教育手当、特地勤務手当に準ず

る手当、災害派遣手当（武力攻撃災害等派遣手当

及び特定新型インフルエンザ等対策派遣手当を含

む。以下同じ。）、時間外勤務手当、休日勤務手

当、夜間勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤

務手当、期末手当、勤勉手当、義務教育等教員特

別手当及び退職手当とし、地方公務員法第22条の

２第１項に規定する職員（以下「会計年度任用職

員」という。）にあっては、第16条の14の定めると

ころによる。 

 

（給与の種類） 

第１条の２ この条例による給与は、職員（前条に

掲げる職員のうち常時勤務を要するもの及び短時

間勤務職員（地方公務員法第22条の４第１項に規

定する短時間勤務の職を占める職員をいう。以下

同じ。）をいう。以下同じ。）にあっては、給料、

管理職手当、初任給調整手当、扶養手当、地域手

当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤

務手当、へき地手当（これに準ずる手当を含

む。）、定時制通信教育手当、特地勤務手当に準ず

る手当、災害派遣手当(武力攻撃災害等派遣手当及

び新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当を含

む。以下同じ。)、時間外勤務手当、休日勤務手

当、夜間勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤

務手当、期末手当、勤勉手当、義務教育等教員特

別手当及び退職手当とし、地方公務員法第22条の

２第１項に規定する職員（以下「会計年度任用職

員」という。）にあっては、第16条の14の定めると

ころによる。 

（災害派遣手当） 

第11条の10 災害派遣手当は、災害対策基本法（昭

和36年法律第223号）第32条第１項、武力攻撃事態

等における国民の保護のための措置に関する法律

（平成16年法律第112号）第154条（同法第183条に

おいて準用する場合を含む。）、新型インフルエン

ザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）第26

条の８又は大規模災害からの復興に関する法律

（平成25年法律第55号）第56条第１項に規定する

職員が、住所又は居所を離れて本県の区域に滞在

することを要する場合に支給する。 

２・３ 略 

 

（災害派遣手当） 

第11条の10 災害派遣手当は、災害対策基本法（昭

和36年法律第223号）第32条第１項、武力攻撃事態

等における国民の保護のための措置に関する法律

（平成16年法律第112号）第154条（同法第183条に

おいて準用する場合を含む。）、新型インフルエン

ザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）第44

条又は大規模災害からの復興に関する法律（平成

25年法律第55号）第56条第１項に規定する職員

が、住所又は居所を離れて本県の区域に滞在する

ことを要する場合に支給する。 

２・３ 略 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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